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事  務  連  絡 

令和４年 11 月９日 

 

都道府県 

各 保健所設置市 衛生主管部局 御中 

 特 別 区 

 

都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部局 御中 

中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 医 政 局 地 域 医 療 計 画 課 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

特別なコミュニケーション支援が必要な障害児者の 

入院時における支援者の付添いの受入れについて 

   

 

障害児者に係る医療提供体制の整備に関し、特別なコミュニケーション支援が必

要な障害児者の入院時における支援等について、院内感染対策に十分留意しつつ、

積極的に検討することを医療機関に促していただくよう、「障害児者に係る医療提供

体制の整備について」（令和３年１月 27 日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染

症対策推進本部、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課連名事務連絡）等におい

てお願いしてきたところです。 

これまでも、特別なコミュニケーション支援が必要な障害児者が新型コロナウイル

ス感染症に罹患し入院が必要となった場合に、当該患者へのコミュニケーション支援

に熟知している支援者が付き添うことは可能である旨を示していますが、院内感染対

策などの観点から、支援者の付添いが認められない場合があると承知しています。 

当該障害児者における支援者は、障害児者が医療従事者と意思疎通する上で極めて

重要な役割を担っているため、当該障害児者が新型コロナウイルス感染症に罹患して

いる場合も含めて、院内感染対策に配慮しつつ、可能な限り支援者の付添いを受け入

れることについて、医療機関に検討を促していただくようご協力をお願いします。 

今般、医療機関のご協力をいただく参考となるよう、支援者の付添いを受け入れ

ている医療機関の対応例を取りまとめました。こうした対応例も参考として、各医

療機関における支援者の付添いの受入れが進むよう、衛生部局と障害保健福祉部局

が連携し、管内の市町村、医療機関及び障害福祉サービス事業所等に本事務連絡の

内容を周知していただきますようお願いします。 
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記 

 

 

１ コミュニケーションに特別な技術が必要な障害を有する患者の入院時における

支援について 

 

○ 保険医療機関における看護は当該保険医療機関の看護要員によって行われる

こととされているが、「特別なコミュニケーション支援が必要な障害者の入院に

おける支援について」（平成 28 年６月 28 日付け保医発 0628 第２号厚生労働省

保険局医療課長通知）により、看護に当たり、コミュニケーションに特別な技

術が必要な障害を有する患者の入院において、入院前から支援を行っている

等、当該患者へのコミュニケーション支援に熟知している支援者が、当該患者

の負担により、その入院中に付き添うことは可能となっている。 

 

○ 上記のコミュニケーション支援において、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）に基づく、障害福祉サ

ービスの一つである「重度訪問介護」を利用している最重度の障害者は、医療

機関に入院中も引き続き重度訪問介護を利用して、本人の状態を熟知したヘル

パー等の支援者が付き添うことにより、病院等の職員と意思疎通を図る上で必

要なコミュニケーション支援を受けることが可能となっている。 

 

（参考資料） 

・特別なコミュニケーション支援が必要な障害者の入院における支援について

（平成 28 年６月 28 日付け保医発 0628 第２号厚生労働省保険局医療課長通知）                   

【別添１】 

   ・入院中の重度訪問介護の利用について【別添２】 

※医療機関及びその従事者の方に対する周知に活用いただきたい。 

 

２ 具体的な対応について 

 

（１）医療機関における対応 

 

○ 医療機関において、特別なコミュニケーション支援が必要な障害児者の入院

に際して、支援者の付添いを受け入れている事例についてヒアリングを行い、

対応例を【別添３】のとおり取りまとめた。 

各医療機関におかれては、特別なコミュニケーション支援を必要とする障害児

者が入院する際の支援者の付添いについて、こうした対応例も参考に、院内感染

対策に留意しつつ受入れをご検討いただきたい。 

特に、当該障害児者が新型コロナウイルス感染症で入院する際の支援者の付添
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いについては、他の患者等への感染リスクも考慮し、こうした対応例も参考に、

適切な感染対策を講じつつ、ご検討いただきたい。 

 

○ 他方、当該障害児者が新型コロナウイルス感染症以外の疾患で入院する際の支

援者の付添いについては、新型コロナウイルス感染症の検査陰性を求める場合で

あっても、流行状況や費用負担等を考慮した上で、抗原検査キットで陰性を確認

する例があるなど、各医療機関において状況に応じて判断されている例も参考に、

患者や支援者の負担に配慮して、柔軟な取扱いをご検討いただきたい。 

 

（２）重度訪問介護事業所等における対応 

 

 〇 重度訪問介護事業所は、医療機関に入院する利用者に対して重度訪問介護を

提供するに当たり、医療機関や相談支援事業所等との連携の下でコミュニケー

ション支援を行うことが必要であることから、医療機関における院内感染対策

も含め、関係機関・関係者と十分な調整・連携を図りながら支援を行っていく

必要がある。 

 

○ 新型コロナウイルス感染症の感染者や濃厚接触者が発生した重度訪問介護事

業所のヘルパーが、２の（１）の院内感染対策を実施した上で支援する際、必

要な衛生・防護用品の購入費用については、「新型コロナウイルス感染症に係る

障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続支援事業」を活用することが

可能である。 

 

 ○ 重度訪問介護事業所等での従事者に対する検査においては、「高齢者施設等の

従事者等に対する検査の実施の更なる推進について」（令和４年９月９日付け厚生

労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）により、都道府県・保

健所設置市・特別区に対し、都道府県等が策定する集中的実施計画に基づき、訪

問系も含む障害福祉サービス事業所の従事者に対する感染防止のための定期的な

検査（検査の頻度として、抗原定性検査キットの場合は週２～３回程度、ＰＣＲ

検査や抗原定量検査の場合は週１回程度）の実施を要請している（本計画に基づ

く検査は公費で行われ、事業所の費用負担は生じない。）。 

重度訪問介護事業所のヘルパーが入院中の利用者に付き添うに当たり、当該検

査の結果が活用可能な場合もあると考えられるので、必要に応じて医療機関と調

整いただきたい。 
 

○ 重度訪問介護事業所においては、厚生労働省の「障害福祉サービス施設・事

業所職員のための感染対策マニュアル」を引き続き遵守し、平時の感染対策を

十分に行った上で支援にあたっていただき、利用者が新型コロナウイルス感染

症に罹患した場合でも濃厚接触者とならないよう、可能な限りの対策を講じて

いただきたい。 
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（参考資料） 

・障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアル（訪問系サー

ビス) 

https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/1225_houmon-2_s.pdf 

 

・障害者支援施設及び障害福祉サービス事業所等職員のための感染症対策の研修

会の動画等 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00008.html 



保医発 0628 第２号 

平成 28 年６月 28 日 

地 方 厚 生 （ 支 ） 局 医 療 課 長 
都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）長   殿 
都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部）長 
 
 

                 厚生労働省保険局医療課長 
 
 
特別なコミュニケーション支援が必要な障害者の入院における支援について 

 
 保険医療機関における看護は、当該保険医療機関の看護要員によって行われ

るものであり、患者の負担による付添看護が行われてはならないものであるが

（「基本診療料等の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」

（平成 28年３月４日付け保医発 0304 第１号厚生労働省保険局医療課長通知））、

看護にあたり特別なコミュニケーション技術が必要な重度の ALS 患者の入院に

おいては、当該重度の ALS 患者の負担により、コミュニケーションに熟知して

いる支援者が付き添うことは差し支えないとしてきたところである。 

今般、聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障害のため、看護にあたり特別

なコミュニケーション技術が必要な障害者の入院におけるコミュニケーション

の支援について、下記のとおりとしたので、その取扱いに遺漏のないよう貴管

下の保険医療機関、審査支払機関等に対し周知徹底を図られたい。 
 なお、本通知の施行に伴い、「重度の ALS 患者の入院におけるコミュニケーシ

ョンに係る支援について」（平成 23 年７月１日付け保医発 0701 第１号厚生労働

省保険局医療課長通知）は廃止する。 
 

記 
 
１．看護に当たり、コミュニケーションに特別な技術が必要な障害を有する患

者の入院において、入院前から支援を行っている等、当該患者へのコミュ

ニケーション支援に熟知している支援者（以下「支援者」という。）が、当

該患者の負担により、その入院中に付き添うことは差し支えない。 
２．１による支援は、保険医療機関の職員が、当該入院中の患者とのコミュニ

KKLSI
テキスト ボックス
別添１



ケーションの技術を習得するまでの間において行われるものであること。 
３．１により支援が行われる場合においては、支援者は当該患者のコミュニケ

ーション支援のみを行うものであること。また、コミュニケーション支援

の一環として、例えば、適切な体位交換の方法を看護職員に伝えるため、

支援者が看護職員と一緒に直接支援を行うことも想定されるが、支援者の

直接支援が常態化することなどにより、当該保険医療機関の看護要員によ

る看護を代替し、又は看護要員の看護力を補充するようなことがあっては

ならないこと。 
４．保険医療機関と支援者は、１による支援が行われる場合に、当該入院に係

る治療や療養生活の方針に沿った支援が実施できるよう、当該入院に係る

治療や療養生活の方針等の情報を共有するなどして互いに十分に連携する

こと。 
５．保険医療機関は、１により支援が行われる場合であっても、保険医療機関

及び保険医療養担当規則（昭和 32 年厚生省令第 15 号）第 11 条の２に基づ

き適切に、当該保険医療機関の看護要員により看護を行うものであり、支

援者の付添いを入院の要件としたり、支援者に当該保険医療機関の看護の

代替となるような行為を求めてはならないこと。 
６．保険医療機関は、１により支援を行う場合には、別添の確認書により、患

者又はその家族及び支援者に対し、当該支援者が行う支援について確認を

行い、当該確認書を保存しておくこと。 
 

以上



障害者の入院に係る支援に関する確認書（患者用） 
 

 
平成  年  月  日 

 
 

入院患者名： 
 
推定される入院期間：  日（平成 年 月 日～平成 年 月 日） 
 
コミュニケーションに係る支援を行う支援者： 
 氏名          （事業所名       ） 
 氏名          （事業所名       ） 
 氏名          （事業所名       ） 
※ 入院前から当該患者を支援していたことが明らかとなる書類又は

当該患者のコミュニケーション支援を行うことが可能なことが明ら

かになる書類を添付すること。 
 
 
 
 
上記の支援者の支援は、保険医療機関から強要されたものではありません。 
 
 
 
 
 

 
（患者氏名）            印      
（家族等氏名）           印      

 ※患者の署名がある場合には家族等の署名は不要 
 
※ コミュニケーション支援以外は、医療機関の看護要員が行うことと

されており、上記の支援者がこれを行うことはできません。

別添 



障害者の入院に係る支援に関する確認書（支援者用） 
 
 

平成  年  月  日 
 
 

入院患者名： 
 
推定される入院期間：  日（平成 年 月 日～平成 年 月 日） 
 
コミュニケーション支援を行う支援者： 
 氏名          （事業所名       ） 
 氏名          （事業所名       ） 
 氏名          （事業所名       ） 
※ 入院前から当該患者を支援していたことが明らかとなる書類又は

当該患者のコミュニケーション支援を行うことが可能なことが明ら

かになる書類を添付すること。 
 
 
  
 
上記の支援に当たっては、コミュニケーション支援以外の支援を行いません。 

 
    
 
 
 
 
 

（支援者代表者氏名）            印   
（事業者名）                    

 



重度障害者が入院する場合

コミュニケーション支援として

重度訪問介護ヘルパーの付添いが可能です

入院中の重度訪問介護の利用について

医療機関・医療従事者の皆さまへ

コミュニケーションに特別な技術が必要な障害をもつ患者が医療機関に入院する場合、

入院前から支援を行っている等、その患者へのコミュニケーション支援に熟知してい

る支援者が、患者の負担で入院中に付き添うことが可能となっています。

「特別なコミュニケーション支援が必要な障害者の入院における支援について」

（平成28年６月28日付け保医発0628第２号厚生労働省保険局医療課長通知）

障害福祉サービスの一つ「重度訪問介護」を利用している最重度の障害者は、医療機

関に入院している間も、引き続き重度訪問介護を利用して、本人の状態を熟知した支

援者（ヘルパー）から、医療機関の職員と意思疎通を図る上で必要な支援を受けるこ

とができます。

※重度訪問介護は、障害者本人の居宅や外出時に、支援者（ヘルパー）が生活全般にわたる援助を
行う障害福祉サービスです。

※コロナ禍の医療機関における対応は、以下で示されています。
「特別なコミュニケーション支援が必要な障害児者の入院時における支援者の付添いの受入れに
ついて」（令和４年11月９日付け厚生労働省医政局地域医療計画課ほか連名事務連絡）

障害者ごとに異なる特殊な介護方法（例：体位交換）を、医療従事者などに的確に伝

えることができ、適切な対応につながります。

強い不安や恐怖等による混乱（パニック）を防ぐための本人に合った環境や生活習慣

を医療従事者に伝えることができ、病室等の環境調整や対応の改善につながります。

重度の障害で意思の疎通に支援が必要な方が入院する場合、重度訪問介護ヘルパー

が付き添うことができます。

入院中の最重度の障害者のコミュニケーションを支援することで、患者（障害者）

本人が必要とする支援内容を、医師や看護師等の医療従事者などに的確に伝えるこ

とができ、安心して入院中の治療を受け、療養生活を送ることができます。

特別なコミュニケーション支援に期待できる例

【別添２】



特別なコミュニケーション支援が必要な障害児者の入院時における
支援者の付添いの受入れについての対応例

医療機関において、特別なコミュニケーション支援が必要な障害児者の入院に際して、支援者の付添いを受け入れている事

例について10医療機関からヒアリングを行い、以下の対応例を収集した。

＜事前の準備＞
平時から院内の会議等で、障害児者のコミュニケー
ション支援を目的とした支援者の付添いが可能であ
る旨、自院の職員に周知

支援者がヘルパーの場合は、障害児者の入院前に、
関係する介護事業者等とヘルパーの付添いの流れを
確認

＜環境整備＞
可能な限り個室で受入れ

＜支援者に求める感染対策＞
医療機関の職員と同様の体調チェックシート（体
温・風邪症状・コロナを疑う患者との接触歴など）
を日々確認

手指衛生とマスクの装着を徹底

コロナの検査については、流行状況や費用負担等を
考慮した上で、必要に応じて実施
（対応例）
検査を実施する医療機関では、ＰＣＲ検査の他、
抗原定量検査や抗原検査キットの活用例あり。

障害児者がコロナ以外の疾患で入院する場合

＜事前の準備＞
支援者がヘルパーの場合、ヘルパーの所属する事業
所等とヘルパーの付添いの意向や受入れの流れにつ
いて打合せ

＜環境整備＞
個室で受入れ（十分に換気）

＜支援者に求める感染対策＞
医療機関の職員が支援者に個人防護具の着脱を指導
（手袋、ガウン、サージカルマスク、フェイスシールド等）

支援者が感染している可能性も考慮して入館後の動
線を分離し、当該コロナの障害児者の病室以外の場
所に立ち入らない

別添３

障害児者がコロナで入院する場合

※上記は対応の一例であり、実際に支援者の付添いを受け入れる際の流れについては、各医療機関の状況に応じて検討いただきたい
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